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1872 銀座の大火  →  煉瓦建築ノ御趣意告諭
1888 東京市区改正条例  公布
1891 濃尾地震（M=8.0  死者7273人  全壊14万棟以上）
1892 文部省に震災予防審査会設立
1894 東京市建築条例案（妻木頼黄）防火・衛生の規定
1906 サンフランシスコ地震（M=8.3  佐野利器  大森房吉，中村太郎が現地調査）
1891 濃尾地震（M=8.0  死者7273人  全壊14万棟以上 ）
1913 建築条例案（建築学会）防火・衛生・耐震（構造計算規定はあるが，地震力の規定はなし）
1918 東京市区改正条例を名古屋・京都・大阪・神戸・横浜に準用する法律制定
1919 市街地建築法  公布（東京・名古屋・京都・大阪・神戸・横浜）地震力・風圧力の規定はなし
1919 都市計画法（旧法）  公布（用途地域3種（住宅・商業・工業・未指定）計画決定の権限は国）
1920 市街地建築物法施行令・施工規則改正（構造計算と構造規定）
1923 関東大震災（M=7.9  死者14万以上  全半壊25万4千棟以上  →1927～の柔剛論争
1923 特別都市計画法  公布（関東大震災復興のための法律  土地区画整理）
1924 市街地建築物法施工規の構造規則改正（第1回）耐震計算が義務化
1927 不良住宅地区改良法  公布
1933 都市計画法を，全市及び町村にも適用
Ⅲ
1946 特別都市計画法  公布
1947 消防法  公布
1947 日本建築規格3001号（長期・短期の導入  震度2.0以上）
1949 建設業法  公布
1950 ★ 建築基準法  公布
1950 建築士法  公布
1954 土地区画整理法  公布
1956 都市公園法  公布
1957 駐車場法  公布
1957 ★ 建築基準法  第1次改正（商業地域内の建蔽率緩和，他）
第86条の総合的設計による一団地の建築物の取り扱いを中心に改正
1958 下水道法  公布
1959 ★ 建築基準法  第2次改正（防火に関する規定の強化，他）
    耐火建築物，簡易耐火建築物，定期報告制度（第12条）  ・  既存建築物対する制限の緩和（第86条の2）
    建築設備への準用（第87条の2）  ・  別紙第二等の規制  ・  別紙第一の新設
1960 住宅地区改良法  公布
1961 ★ 建築基準法  第3次改正（特定街区制度の新設）              →  超高層ビルが可能になる
1961 宅地造成等規制法  公布
1963 ★ 建築基準法  第4次改正  容積地区制度（31ｍの高さ制限撤廃）高層建築物の防火・避難規定の整備
1964 消防法改正（高層建築物に対応した改正）
1964 新潟地震（M=7.5  死者26人  全壊1960棟  液状化による被害が確認される）
1968 都市計画法  公布（都市の計画的な市街化  計画策定権限を国から地方公共団体に委譲）
区域区分（線引き）制度
1968 十勝沖地震（M=7.9  死者52人  全壊673棟）
1968 霞ヶ関ビル竣工（日本初の超高層ビル  高さ147ｍ）
1970 ★ 建築基準法  第5次改正（防火・避難規定の強化  容積率規定  集団規定の全面改定    総合設計制度）
    建築主事を市長村にも置く，建築監視員（第9条の3 ）
    違反建築の設計者に対する措置（第9条の3）
    定期検査・検査資格者（第12条）
    長屋又は共同住宅の各戸の界壁の遮音性（第30条の2）
    建築料の品質にJASSを追加（第37条 ）
1971 建築基準法施行令  改定（帯筋基準の強化）
1972 建設省総合技術開発プロジェクト「新耐震設計法の開発」～1976
1975 特定科学物質等障害予防規則改正  吹き付けアスベスト全面禁止
1976 ★ 建築基準法  第6次改正（日影制限の導入）
    日影による中高層建築物の高さ制限（第56条の2）・敷地内に広い空地を有する
    建築の延べ床面積の敷地面積に対する割合等の特例  （第59条の2）
    別紙第四等に規定
1980 ★ 建築基準法  第7次改正
    都市計画法と一体の改正・地区計画（第68条の2）及び予定道路の指定・木造壁倍率及び壁率
    鉄筋コンクリート造等のコンクリート造等のコンクリート関係規定・柱の構造，構造計算，槽変計画，
    保有水平耐力・地震力  鉄骨鉄筋コンクリート構造等の規定の新設
1981 建築基準法施工令改正（新耐震設計に移行）
1983 ★ 建築基準法  第8次改正
    建築物の建築に関する確認の特例（第6条の2）（工業化住宅，建築士が設計した四号建築物）
    建築士法と一体の改正・維持保全に関する準則又は計画の作成（第8条）等の規定
1987 ★ 建築基準法  第9次改正（木造建築物の規制緩和，他）
    木造建築物に係る制限の合理化 ・ 防火壁（第26条），及び建築物形態制限の合理化（第56条）
    大規模木造建築物の技術的基準
1992 ★ 建築基準法  第10次改正
    木造3階建て建築物を基準法として承認・簡易耐火構造を準耐火構造，簡易耐火建築物を準耐火建築物
    に変更し，文化財等の適用除外
    別表第一及び第二の規定の改正都市計画法の用途地域の変更，美観地区の規定
1994 ★ 建築基準法  第11次改正（住宅地下室の容積緩和）
1994 高齢者，身体障害者などが円滑にりようできる特定建築物の促進に関する法律（ハートビル法）  公布
1995 兵庫県南部地震（M=7.2  死者6000人以上  全半壊24万棟以上）
1995 建築物の耐震改修の促進に関する法律                      （耐震改修促進法）  公布
1998 ★ 建築基準法  12次改正（性能規定等による既成の合理化  建築確認・検査の民間開放  構造規定の見直し）
    民間の確認検査機関が建築確認・検査を行うこと，中間検査を行う規定    （平成11年5月より施行）
    これまでの仕様規定に加えて，性能規定の追加
    型式適合認定，型式部材等製造者の認証，構造方法の大臣認定（従来の法第38条大臣認定廃止）等の
    制度の新設（平成12年6月より施行）
    連垣建築物設計制度の新設  （平成11年5月より施行）
1999 住宅の品質確保の促進等に関する法律（品確法）  公布
2002 ★ 建築基準法  第13次改正（シックハウス対策）
    用途地域における容積率等の選択肢の拡充 ・ 地区計画制度の見直し ・ 都市再生特別地区追加等
    の改正（平成15年1月より施行）
    まちづくりに関する都市計画の提案制度の創設 ・ 容積率制限，斜線制限等を迅速に緩和する制度の
    導入（平成15年1月より施行）
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５）住宅金融公庫調査による（アメリカ：American Housing Survey for the United States 2001，イ
ギリス：http://housing.odpm.gov.uk/statistics，フランス：Annual Bulletin of Housing and Building 
Statistics for Europe and North America 2000， ド イ ツ：Annual Bulletin of Housing and Building 
Statistics for Europe and North America 2000，日本：平成10年住宅・土地統計調査報告）
６）住宅金融公庫調査による（ストック・データ：アメリカ：U. S. Census. Bureau，イギリス：
Housing and Construction Statistics Great Britain Part1 March Quarter 2000，フランス：“Bulletin 













16）De Vernieuwing Halverwege, Vernieuwing Bijmermeer, 2000
17）De Vernieuwing Voltooien, Vernieuwing Bijmermeer, 2000
18）De Bijmermeer monitor 1997, Van Dijk, Van Soomeren em Partners, 1998
